
地価公示の着実な実施

不動産取引の指標や課税評価の基準等の役割を担う重要な制度インフラである地価公示
について、その役割を十分に果たすため全国２６,０００地点について着実に実施する。

＜概要＞
地価公示法に基づき実施（１月１日時点における標準地の価格を３月に官報公示）
全国に２６，０００地点の標準地（調査地点）を設置し実施
地価動向が安定している地域において隔年で調査を行うとともに、地価の個別化・多極化が
見られる地域での調査地点を確保する調査方法の見直しを試行

地価の変動率は重要な経済指標と
して使用されている

経済指標

不動産の鑑定評価額の決定に
あたっての規準となる

公共事業用地の取得価格の算
定にあたっての規準となる

・相続税評価
→ 公示価格の８割を目安

・固定資産税評価
→ 公示価格の７割を目安

・融資先の担保対象不動産
の評価

・自社所有不動産の時価評価

標準地の「正常な価格」を公示す
ることで、一般の土地の取引価格
の指標となる

課税評価

公共事業用地の取得

金融機関等

不動産の鑑定評価

一般の土地の取引

地価公示の役割 地価公示の調査方法の見直しの試行（地価の個別化・多極化への対応）

Ｒ３年度要求額：3,729百万円

Ｒ２年度予算額：3,729百万円


